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明けましておめでとうございます。令和４年の
新春を迎え、謹んでお慶び申し上げます。当連合
会の事業活動に対しまして格別のご支援・ご協力
を賜り、厚くお礼申し上げます。

さて、昨年からの新型コロナウイルス感染症の
拡大に伴い、緊急事態宣言等が 20 カ月程度続き、
国民生活に甚大な影響がありました。

建設業においても、施工の中断、資材不足、価
格高騰などによる企業経営への影響があったほ
か、感染症対策を契機とした非接触・リモート型
の働き方への転換が急務となっております。

建設業の働き方改革の促進では、新型コロナウ
イルス感染症の影響を踏まえた特別措置が実施さ
れ、また、都道府県においても施工時期の平準化
に向けた取り組みが進み、労働環境及び待遇など
の改善が進められました。今後とも官民連携のも
と継続した取り組みが必要となってまいります。

建設現場では、生産性の向上を目的とする
i-Construction 及びデジタル・トランスフォーメー
ション（DX）が推進され、ICT 活用等による総

合評価が試行されており、地方の建設企業への普
及・導入の契機ととらえ、積極的かつ継続的に取
り組む所存です。

一方、近年の気候変動の影響による災害の激甚
化・頻繁化やインフラの老朽化などに対応するた
め、「防災・減災、国土強靭化のための５か年加
速化対策」が計画的に進められることとなってお
り、我々も地域の守り手として建設業の役割を発
揮し続けることが重要となっております。

このような状況の下、建設業の将来を見据え、
昨年 11 月、当連合会としての『新たな取り組み』
と『提言・要望』を発表いたしました。

令和４年は、「人材確保育成」と「生産性の向上」
そして「災害対応組織力の強化」の３点を念頭に、
会員及び所属員企業のニーズを受け止め、協力会
社との連携を更に強化してまいります。

協同組合ならではのスケールメリットを活かし
た共同購買事業、福利厚生事業、総合補償制度な
どの事業を着実に実施するとともに、建設キャリ
アアップシステムの普及促進などの建設企業経営
に役立つ取り組みを積極的に行いますのでご支援
とご協力を賜りますようお願い申し上げます。

本年が建設業界とってより良い年になるよう願
いますとともに、皆様方の更なるご発展とご健勝
を祈念申し上げ、新年のご挨拶とさせていただき
ます。
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正副会長会議・理事会　開催
　当連合会は、令和３年 11 月 24 日に東京都千代
田区内の如水会館にて正副会長会議及び理事会を
開催した。

　議題は、①令和３年度 10 月末事業実績及び収
支報告について ②全建協連の新たな取組みと提
言・要望について　③今後の会議日程について。

　議題に続き、
国土交通省　不
動産・建設経済
局　建設市場整
備課の西山茂樹
建設市場整備課
長より、「建設
業の働き方改革と処遇改善の取り組み」の講演を
いただいた。

　また会議終了後、正副会長は全建協連の新たな
取組みと提言・要望についての記者会見を行った。

全建協連の新たな取組みと提言・要望
≪新たな取組み≫
　建設キャリアアップシステム（CCUS）の更なる
普及推進に向けた取組み：普及促進に向けた独自
支援策の新規展開を目指し、CCUS 運営主体の（一
財）建設業振興基金と連携しながら厚生労働省が
2022 年度に創設予定の人材確保等支援助成金

「CCUS 普及促進コース（仮称）」に、当連合会独
自の補助金を上乗せし、会員所属員企業の費用負
担を極力減らす。カードリーダーレンタルや事業
者・技能登録の費用の助成や、代行申請も検討中。

≪提言その①≫　設計労務単価のコロナ対策特別
措置を見据えた制度設計
　労務単価を巡っては、長引くコロナ禍による経
済活動の萎縮から、経済活動の下落が懸念されて
おり、新たな事業のストップ、サプライチェーン（供
給網）の変化、不安定な資材価格など当連合会の
会員所属員を取り巻く環境は厳しいものが予想さ
れている。３月から適用されている現行の労務単
価の設定には、前年度を下回る単価を据え置く特
別措置が講じられており、これを上回る対策を求
めた。 
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≪提言その②≫　一般管理費の引き上げ
　　5.5/10 から現場経費と同率の９/10へ
　公共工事の入札で最低制限価格（低入札価格調
査基準価格）を算定する際の一般管理費について、
中央公共工事契約制度運用連絡協議会（中央公契
連）の現行モデルが「5.5」としている算定率を「９」
に改正するよう求めた。引き上げに伴い、総工事
費に一般管理費が占める割合が 10％とすると価
格は 3.5％の引上げになるとみており、また 92％

で頭打ちになっていた調査基準価格の上限も上
がってくるとみている。

専務理事・事務局長等会議　開催
　当連合会は、令和３年 11 月 29 日、各地をオン
ラインで繋ぎ、リモート会議として専務理事・事
務局長等会議を開催した。当日は 31 組合、34 名
が出席した。
　事務局より各事業実績の報告を行った後、協力
会社より取扱制度・商品の説明を行った。

〜 21年　秋の叙勲・褒章〜
令和３年 11 月３日に政府が発表した 

秋の叙勲・褒章において、当連合会前副会長
の佐久間 源一郎氏（前福島県建設業協同
組合 代表理事・元一般社団法人 福島県
建設業協会 副会長・佐久間建設工業株式
会社 会長）が旭日双光章を、また、当連合
会会員である西讃建設業協同組合 理事長
の安藤 恵介氏（一般社団法人 香川県建
設業協会 理事・株式会社 安藤建設 代表
取締役）が黄綬褒章をそれぞれ受章した。

令和3年
建設事業関係優良団体表彰

　当連合会が推薦した飛騨大野建設業協同組合
（理事長　村上　勉　氏）が「建設事業功労国土
交通大臣表彰」の優良団体として表彰された。
　建設業関係優良団体表彰は、①建設事業関係団
体として結成以来 20 年以上経過し、建設事業の発
展に尽力した団体または②創意工夫、発明発見等
特に優れた功績を挙げ建設事業の進展に寄与した
団体、又は、防災活動等に優れた成果を挙げ民生
の安定に多大な貢献をした団体に対し授与される。
同組合は永年にわたる功績により今回の受賞と
なった。

（写真　右：村上理事長　左：中田副理事長）
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〜 全建協連「福利厚生事業」のご案内 〜
役員・従業員の皆様に「安心」をご提供します

新たな年を迎え希望に胸膨らむ１月。この２年
間、新型コロナ感染の影響により改めて身体の健
康に関する保険について注目が集まっています。
皆様が安心して健やかな１年間をお過ごしになれ
ますよう、ご加入されている保険制度の見直しを
なさってはいかがでしょうか。
当連合会においても全国規模のスケールメリッ
トを活かした割安で有利な福利厚生事業を行って
おります。役員・従業員の皆様向けである当連合
会の各種保険制度を、新年のこの機会に是非、ご
検討ください。

●生命共済制度
（対象）
病気・災害による死亡、不慮の事故による入院・
身体の障害

（特徴）
◎病気死亡保障金額 110万円〜 1,000 万円の
うち９つのタイプからニーズにあわせてご選
択可能
◎１年ごとの収支決算により剰余が生じた場合
に配当金をお支払い（収支計算の結果、配当
金のお支払いができない年度もあります）

◎健康状態の告知のみで簡単なご加入手続き

●個人加入型団体総合保険
（対象）　
病気・がん・ケガ等による入院・通院・一時金
等を補償

（特徴）
◎引受保険会社による健康・医療等の無料電話
相談サービスの利用可能

◎従業員だけでなく、そのご家族もご加入可能
◎特約により日常生活での賠償保険（他人にケ
ガを負わせた等）もカバー

◎疾病補償プランではコロナ感染による入院等
もカバー

●大型保障制度
（対象）
重大疾病（３大疾病）罹患・１〜３級の身体障
がい者手帳を受けた場合等

（特徴）
◎保障タイプにより保険料・解約払戻金の自在
設計が可能

上記について詳しい保障内容の説明をご希望さ
れる場合、また、制度のパンフレットをご希望さ
れる場合は当連合会までお気軽にご連絡くださ
い。（電話 0120-355-881）


